















It was demonstrated on the bases of theoretical consideration on technique and technology and case
studies that the core technology is not explicitly assigned from the beginning but become apparent to be
recognized as the result of long-term technological and product developments. The core competence of a
firm that is supposed to have succeeded on the basis of a core technology-based strategy is actually the
capability of building the core technology. In this meaning,  the widely used terminology “Core technology-
based strategy” should be more adequately renamed “Core technology-building strategy”,   which should
be understood as a strategy aiming to establish the competitiveness through continuous cooperation between
technology developments and developments of commercial products and commercialization on the basis of
a particular technological area and also aiming in parallel to strengthen the core technology-building
capability.
コア技術　技術開発戦略　製品開発戦略　組織能力　













































































　　T[O]＝{ t1, t2, t3, , , , tL, tM, tN, , , , }
として表現できる（3）（4）。T[O]の要素である t1, t2,





要素技術とし、それを t1, t2, t3, , , , tL, tM, tN, , , , の
各々に対応させても差し支えないし、その方が
わずらわしくも無い。それ故、以下では  t1, t2, t3,




＝{ t1, t2, t3, , , , tL, tM, tN, , , , }とは１対１に対応して
おり、１つの技術集合 { t1, t2, t3, , , , tL, tM, tN, , , , }
を２つ以上の異なる対象 O, O′, O″, ．．．に適用
することは出来ないということである。O, O′,
O″, ．．．が如何に近隣関係にあろうともそれらを



















































が出来る。図２の最上行の T[O（1）]＝{ t1（1）, t2（1）, t3（1）









ために要素技術 tL（1）, tM（1）, tN（1） に変更を加えて tL（2）
, tM（2）, tN（2） とする必要があり、新たに要素技術 tJ
（2）, tK（2）を追加する必要があったとするとT[O（2）]は
　　　T[O（2）]＝{t1（1）, t2（1）, t3（1）, , , , tJ（2）, tK（2）, tL（2）, tM（2）,
tN（2）, , , , }
となるであろう。更に第３の製品O（3）を実現す
るためにはT[O（2）]に含まれるtJ（2）, tK（2）, tL（2）, tM（2）, tN（2）
に更に変更を加えて tJ（3）, tK（3）, tL（3）, tM（3）, tN（3）とする
必要があり、更に要素技術tS（3）を加える必要が
あったとするとT[O（3）]は
　　　T[O（3）]＝ { t1（1）, t2（1）, t3（1）, , , , tJ（3）, tK（3）, tL（3）, tM（3）,




＝[tJ（2）→tJ（3）→. . . tJ（n）→], FK＝[tK（2）→tK （3）→. . . tK （n）
→], FL＝[tL（1）→tL（2）→tL（3）→. . . tL（n）→], FM＝[tM（1）→
tM（2）→tM（3）→. . . tM（n）→], FN＝[tN（1）→tN（2）→tN（3）→. . .
tN（n）→], FS＝[tS










術のファミリーFJ, FK, FL, FM, FN, FS は製品群O（1）
→O（2）→O（3）→. . . O（n）→を生み出すための基盤技
術と呼ばれるのに相応しいものとなる。その意
味でここではこれらの要素技術のファミリーFJ,
FK, FL, FM, FN, FS を基盤要素技術と名付けること
にする。そして図２に破線で囲って示したこれ
ら基盤要素技術の集合{FJ, FK, FL, FM, FN, FS}が一


























































の連鎖 tJ（2）→tJ（3）→. . . tJ （n）→, . . . は勿論のこ


















































































































































































































O（1）→O（2）→O（3）→. . . O（n）→の軸と左側の技術群 T
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注記
（注 1）「コア技術」と類似の用語として｢キーテクノロ
ジー｣や「基幹技術」などもあるが、最近では「コ
ア技術」という言い方が定着しているので、それ
に従った。
（注 2）厳密に言えばこれは戦略ではなく戦略目的＝ゴー
ルと言った方が適当である。しかしここでは当事
者の発言を尊重して「戦略」としておく。
（注 3）スタンレー電気の社史（38）にはこのように記述さ
れている。しかし、ＧＥ側の記述では、当時
のＧＥでは当面の照明事業に係わる課題の研究開
発に全力を注いでいたので、ＬＥＤの研究開発の
動向に注目はしていたものの自ら乗り出す機会を
見過ごしてしまった、とある（48）。
（注 4）GaAsやGaAsPの結晶成長の過程で融液と結晶の
間の温度差とAsの蒸気圧を制御することで、成
長した結晶中の欠陥を極限にまで減らし、化学量
論組成に近い結晶を成長する技術。この方法によ
りＬＥＤの発光効率は飛躍的に向上した。この方
法が学会で発表された際に「ギブスの相律は成り
立たない」という説明がなされたが、これは「熱
力学的平衡状態に対して成り立つギブスの相律
は、この方法のような非平衡状態には適用できな
い」と理解されるべきである。
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